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（１） 

蠢．企業集団の現況に関する事項 
 
1．事業の経過及びその成果 
　当連結会計年度のわが国の経済は、前年度半ばに米国から始まった急激な信用収縮による世界規模での不
況という厳しい状況からスタートしましたが、わが国の経済対策や中国経済の拡大などにより、景気の持ち
直しが見られました。しかし、世界、特に中国など新興国経済の動向、雇用情勢の先行き、デフレの進行な
どの不安要因を抱えており、不透明な状況が続いています。 
　当社グループの事業環境については、自動車やＩＴ（情報技術）関連製品の需要が比較的早く回復に転じ、
また金属価格は当社の予想を上回る水準で推移しました。一方、景気の持ち直しが見えるとはいえ、廃棄物
の排出量は経済危機前の水準には戻っておらず、土壌浄化の国内市場の冷え込みも続いています。また、企
業の設備投資も抑制され、特に熱処理の分野では需要先の内製化が進みました。 
　当社は、このような状況を受け、各事業で「構造改革」による生産性向上や徹底したコスト削減、拠点の
再配置などを推し進め、利益確保に努めました。 
 
　これらの結果、当期の連結売上高は前期比１１パーセント減の３０７，４６２百万円となったものの、連結営業利
益は同２２，１９９百万円増益の１３，７０１百万円、連結経常利益は同２７，１５９百万円増益の１３，８０９百万円となりまし
た。連結当期純利益は、投資有価証券評価損などの特別損失が大幅に減少したこともあり、同３２，４９７百万円
増益の４，３５９百万円となりました。 
 
　当社単体の売上高は、事業会社からの配当金減少などにより前期比５３パーセント減の７，５９５百万円となり、
営業利益は同８５パーセント減の１，３６７百万円、経常利益は同８７パーセント減の１，１８１百万円となり、当期純
利益は同５６パーセント減の７９４百万円となりました。 
 
　なお、当期の配当金については、当期の業績、今後の事業展開、財務体質の強化などを総合的に勘案し、
前期と同額の１株当たり１０円とさせていただきます。 
 
　主要部門別の状況は、次のとおりです。 

事業報告  自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日 （  ）  

◯  印  

◯  印  

◯  印  

役

◯  印  

上 



環境・リサイクル部門 
　廃棄物処理は、自動車やＩＴ関連製品など一部の分野に回復が見られたものの、全体的には廃棄物の排出
量の回復が遅れており、厳しい状況が続きました。土壌浄化は、建設工事の減少などマーケット自体の冷え
込みにより需要が減退しました。リサイクル原料は、家電製品の買い換え需要など一部で堅調でしたが、全
体をカバーするにはいたりませんでした。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比７パーセント減の
６４，８９７百万円となりました。 
　集荷ネットワークの強化により利益の確保に努めるとともに、中間処理コストや物流コストなどの圧縮を
進めましたが、減収の影響をカバーするまでにはいたらず、当部門の連結営業利益は、前期比５７パーセント
減の２，１０３百万円となりました。 
 
製錬部門 
　金属価格は、金・銀などの貴金属が安定資産として上昇し、銅・亜鉛などの主要メタルも当社の予想を上
回る水準まで回復しました。販売量は、投資需要により金が好調に推移し、自動車や太陽電池向けに需要が
増加した銀も堅調に推移しました。銅・亜鉛は、自動車向けに需要が回復したものの、建材向けなどの需要
は低調に推移しました。また、白金族は、原料となる廃触媒の集荷量が落ち込み、販売量が低迷しました。
これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比１０パーセント減の１５５，５９９百万円となりました。 
　生産・販売・物流コストの削減を強力に推し進めるとともに、販売先の確保に努めた結果、原料の調達条
件の悪化がありましたが、当部門の連結営業利益は、前期比１７，１２３百万円増益の３，００８百万円となりました。
なお、前会計年度は急激な金属価格の下落に伴う損失を計上していたため大幅な増加となりました。 
 
電子材料部門 
　世界的な信用収縮からいち早く回復したＩＴ関連製品や太陽電池向けなどで、銀粉、銅粉、ＬＥＤチップ、
ウェハ及び高純度ガリウムが好調に販売量を伸ばしました。また、新機種に採用されたキャリア粉や、需要
が回復した電池向けの酸化銀の販売量が増加しました。一方、鉄粉、フェライト粉、メタル粉、亜鉛粉及び
インジウムは、需要が低迷し販売が低調でした。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比１パーセン
ト減の５０，２２９百万円となりました。 
　新製品の投入により利益を確保するとともに、歩留まり向上を含む製造工程の効率化やコスト削減に努め
た結果、当部門の連結営業利益は、前期比２８パーセント増の４，８１２百万円となりました。 
 
金属加工部門 
　自動車向けなどの端子やコネクタに使われる板条などの伸銅品及び携帯電話などのＩＴ関連製品に使われる
めっき品は、自動車やＩＴ関連製品の需要回復により販売量が微増となりました。一方、産業機械向けイン

（２） 

　

各

 

 

１



バータなどに使われる回路基板は、設備投資の抑制により需要が回復せず販売が低迷しました。これらの結
果、当部門の連結売上高は、前期比１５パーセント減の６０，４１５百万円となりました。 
　高付加価値品の増販により利益を確保するとともに、生産ラインの統合などコストダウンに取り組んだ結
果、当部門の連結営業利益は、前期比９，０５９百万円増益の３，２８８百万円となりました。なお、前会計年度は急
激な金属価格の下落に伴う損失を計上していたため大幅な増加となりました。 
 
熱処理部門 
　熱処理加工では、自動車業界は全般に回復基調にあるものの、需要先の内製化の影響もあり、当社の受託
量増加にはいたりませんでした。また、建設機械部品の需要も十分回復せず、売上が低迷しました。工業炉
は、需要先の生産活動が停滞したため、設備投資の延期・中止により炉の売上が冷え込むとともに、メンテ
ナンス需要も低迷しました。これらの結果、当部門の連結売上高は、前期比４１パーセント減の１３，４８９百万
円となりました。 
　工場の統合や操業体制の見直し、物品費など各種コスト削減策を実行し採算の改善に努めましたが、当部
門の連結営業利益は、前期比１，４６９百万円減益の１４６百万円となりました。 
 
　次に、本年度の主な施策等は次のとおりです。 
 
環境・リサイクル部門 
○　ＤＯＷＡエコシステム㈱は、廃棄物処理専用施設としては国内最大級のエコシステム千葉譁の新焼却炉
（平成２１年１０月本格操業開始）の安定操業を図るとともに、集荷拡大に向けた営業体制の強化に取り組みま
した。 
○　ＤＯＷＡエコシステム㈱は、廃棄物溶融リサイクル会社であるメルテック㈱の買収（平成２１年１２月）及び
産業廃棄物処理会社である赤城鉱油㈱の株式を２０パーセント取得し（平成２１年６月）、関東地区における廃
棄物処理体制の拡充を図りました。 
○　ＤＯＷＡエコシステム㈱は、中国でのリサイクル事業の強化の一環として、貴金属リサイクル会社である
蘇州同和資源綜合利用有限公司において、中国家電リサイクル法の平成２３年１月施行に向けて、家電リサ
イクル工場の建設に着手しました。また、住友商事㈱及び天津市緑天使再生資源回収利用有限公司と共同で、
中国・天津市において家電リサイクル事業を目的とする新会社を設立することで合意しました（平成２２年３
月）。 
○　ＤＯＷＡエコシステム㈱は、エコシステム花岡㈱及びエコシステム秋田㈱において、改正土壌汚染対策法
の施行に合わせて汚染土壌処理業許可を取得し、法改正や適正処理に対するニーズに対応しました（平成２２
年４月）。 
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製錬部門 
○　ＤＯＷＡメタルマイン譁は、小坂製錬㈱に導入したリサイクル型製錬設備等の操業改善に注力しました。 
○　ＤＯＷＡメタルマイン㈱は、亜鉛事業において、亜鉛の資源循環の促進に向け二次原料処理プラントの建
設に着工しました（平成２１年９月）。 
○　ＤＯＷＡメタルマイン㈱は、修繕費削減や物品費の原単位低減など製造現場の抜本的なコストダウン施策
を実行しました。また、秋田製錬㈱の硫酸プラントを更新し、安定操業と変動費削減を図りました。 
○　ＤＯＷＡメタルマイン㈱は、双日㈱及び古河機械金属㈱と共同で、カナダのジブラルタル銅鉱山の権益の
２５パーセント（うちＤＯＷＡ分６．２５パーセント）を獲得し、カナダにＣＡＲＩＢＯＯ ＣＯＰＰＥＲ ＣＯＲＰ．を設立し
ました（平成２２年３月）。 
 
電子材料部門 
○　ＤＯＷＡエレクトロニクス譁は、太陽電池向けなどの需要拡大に対応し、銀粉の生産能力の増強等を図り
ました（平成２１年１２月）。 
○　ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱は、複写機向けキャリア粉で特性の向上を図り、ユーザーの新規機種に採用
されるなど、拡販を進めました。 
○　ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱は、窒化物半導体（ＨＥＭＴ）の技術的改善とユーザーワークを進め、拡販に
取り組みました。 
○　ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱は、自社技術と他社から導入した技術を組み合わせ、応用することにより、
紫外ＬＥＤよりも更に波長の短い深紫外ＬＥＤの実用化に成功し、市場開拓に向けサンプルの提供を開始し
ました（平成２２年３月）。 
○　ＤＯＷＡエレクトロニクス㈱は、マーケットニーズの把握を進めるとともに、ナノ粉や触媒など新規開
発品の早期事業化に取り組みました。 
 
金属加工部門 
○　ＤＯＷＡメタルテック譁は、伸銅品製造子会社のＤＯＷＡメタル㈱及びＤＯＷＡメタニクス㈱において開発・
生産技術部門の統合を図るなど、固定費削減や生産体制の見直しを行い、損益分岐点の引き下げに取り組
みました。 
○　ＤＯＷＡメタルテック㈱は、めっき品種の絞り込みを行うことにより、ＤＯＷＡハイテック㈱のめっきラ
インを２５ラインから１３ラインに集約し、生産性向上を図りました。 
○　ＤＯＷＡメタルテック㈱は、回路基板事業において、安定した需要が見込める鉄道車両向けなどへの営業
展開を図るとともに、成長が期待できるハイブリッドカー向けなどへの技術開発を進めました。 
○　ＤＯＷＡメタルテック㈱は、今後の海外展開を強化するため、海外事業開発室を設置しました（平成２２年
２月）。 

（４） 

Ｄ

　

２

計

立

　

当

査

含

め

　

ホ

す

　

　



熱処理部門 
○　ＤＯＷＡサーモテック譁は、関東地区の熱処理加工を最新鋭のＤＯＷＡサーモエンジニアリング㈱太田工場
などに集約し、生産性向上を図りました（平成２１年８月）。 
○　ＤＯＷＡサーモテック㈱は、ＤＯＷＡ ＴＨＥＲＭＯＴＥＣＨ （ＴＨＡＩＬＡＮＤ） ＣＯ．， ＬＴＤ．に２トレイ浸炭炉を増設
し、需要拡大の見込めるタイにおける熱処理加工能力を強化しました（平成２１年８月）。 
○　ＤＯＷＡサーモテック㈱は、工業炉の製造拠点をＤＯＷＡサーモエンジニアリング㈱真岡工場などに集約し、
固定費の削減と事業の効率化を図りました（平成２１年５月）。 
○　ＤＯＷＡサーモテック㈱は、ＤＯＷＡホールディングス㈱と群馬大学との包括的連携協力協定に基づき、
熱処理・表面処理に関する技術開発の共同研究を開始しました（平成２１年６月）。 

（５） 

セ グ メ ン ト 別 売 上 高  
部門の名称 製　品　名 前連結会計年度 当連結会計年度 

（単位：百万円） 

電　　　気　　　銅 
亜　　　　　　　鉛 
電　　　気　　　金 
電　　　気　　　銀 
硫　　　　　　　酸 
白　　　金　　　族 
そ　　　の　　　他 

計 

製 錬 部 門  

６４，７３１ 
３１，７２４ 
２５，６２９ 
１６，２１９ 
１，５６７ 
４，２１３ 
１１，５１２ 
１５５，５９９ 

８６，２９９ 
３０，３１８ 
１４，３５７ 
１４，３５４ 
２，２５５ 
５，９０７ 
２０，１４４ 
１７３，６３６ 

電 子 材 料 部 門 

半　導　体　材　料 
ケ　ミ　カ　ル　品 
磁 　 性 　 材 　 料  
電 　 池 　 材 　 料  
そ　　　の　　　他 

計 

８，８１８ 
２３，５９６ 
１０，９０９ 
６，５８０ 
３２４ 

５０，２２９ 

９，７９０ 
２０，６２８ 
１３，０３６ 
７，０３１ 
３２３ 

５０，８１１ 

金 属 加 工 部 門 

伸　　　銅　　　品 
精　密　加　工　品 
そ　　　の　　　他 

計 
△ 

５３，０７５ 
８，４３７ 
１，０９７ 
６０，４１５ 

△ 

６３，４７４ 
８，８４７ 
１，１００ 
７１，２２０ 

環境・リサイクル部門 

廃　棄　物　処　理 
土 　 壌 　 浄 　 化 
リ　サ　イ　ク　ル 
そ　　　の　　　他 

計 

１５，４６７ 
１０，５０３ 
３１，９９１ 
６，９３４ 
６４，８９７ 

１６，０３８ 
１１，８８４ 
３７，１９６ 
４，５８２ 
６９，７０１ 

熱 処 理 部 門  熱 処 理 加 工 等  １３，４８９ ２２，９４２ 
そ の 他 ・ 消 去 又 は 全 社 △ ３７，１６８ △ ４１，４２６ 

合　　　　　　　　　　計 ３０７，４６２ ３４６，８８５ 



（６） 

製 錬 部 門  
電　子　材　料　部　門 

環境・リサイクル部門 

熱 処 理 部 門  
その他・消去又は全社 

合　　　計 

セ グ メ ン ト 別 営 業 損 益  
部門の名称 前連結会計年度 当連結会計年度 

（単位：百万円） 

金　属　加　工　部　門 
３，７５５ 

４，９０５ 

１，６１６ 

１４，１１４ △ 

８，４９７ 
１，１１１ 

△ 

△ ５，７７１ 
４，８１２ 
３，２８８ 

２，１０３ 

１４６ 

３，００８ 

１３，７０１ 
３４３ 

2．資金調達等についての状況 
（１）資金調達の状況 
　経常的な銀行借入等による資金調達のほか、当社は、平成２１年１２月１５日、社債償還資金及び投融資資金
として、公募により第２回国内無担保普通社債（１００億円）を発行しました。 
 
（２）設備投資の状況 
　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は１０，７６３百万円であり、主なものは次のとおりです。  

（３）他の会社（外国会社を含む）の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 
　環境・リサイクル部門の事業会社であるＤＯＷＡエコシステム㈱は、関東での新拠点の確保及び処理メニュ
ーの拡充を目的として、平成２１年１２月に、栃木県において焼却灰の溶融リサイクル、人工骨材製造・販売
事業を行っているメルテック㈱の全株式を取得しました。 
　また、営業基盤の強化を目的として、平成２１年６月に産業廃棄物の処理事業を行う赤城鉱油㈱の発行済株
式の２０パーセントを取得しました。 
　製錬部門の事業会社であるＤＯＷＡメタルマイン㈱は、カナダで操業中の銅鉱山権益の取得を目的として、
平成２２年３月に、あらたに設立したＣＡＲＩＢＯＯ ＣＯＰＰＥＲ ＣＯＲＰ．の株式の２５パーセントを取得しました。 

（単位：百万円） 

（注）当連結会計年度に実施した各部門別の設備投資額は、環境・リサイクル部門２，６９３百万円、製錬部門５，６０２百万円、電子材料部門７８５百万円、
金属加工部門６６７百万円、熱処理部門５９７百万円及びその他４１７百万円です。 

投資した設備  

硫酸製造設備更新 

ロータリーキルン式廃棄物焼却炉新設 

部 門 の 名 称 

製　錬　部　門 

環境・リサイクル部門 

投 資 金 額  

４，０００ 

５３３ 

備　　　　考 

秋田製錬譁 

亜鉛二次原料処理設備建設 製　錬　部　門 ６４４ 秋田ジンクリサイクリング譁 

エコシステム千葉譁 

（関連当
子会社
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取
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3．財産及び損益の状況の推移 

区　　　　分 

売 上 高 

経 常 損 益 

当 期 純 損 益 

1株当たり当期純損益 

総 資 産 

（単位：百万円） 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

純 資 産 

３０７，４６２ 

１３，８０９ 

４，３５９ 

１４円９６銭 

３３０，７２０ 

１１１，６６７ 

３２.１％ 

１３，７０１ 

４５８，７０１ 

４９，７１７ 

２６，３３７ 

８７円８２銭 

３５２，２９９ 

１４１，２７６ 

３８．８％ 

４８，７３３ 

４７５，８２６ 

４４，８８８ 

２４，５２０ 

８１円８６銭 

３６７，９３１ 

１５０，２８１ 

３９．２％ 

４４，３１９ 営 業 損 益 

自 己 資 本 比 率 

３４６，８８５ 

△１３，３５０ 

△２８，１３８ 

△９４円３６銭 

３４３，２０８ 

１０３，８３０ 

△ ８，４９７ 

２８.７％ 

平成２１年度 
（当連結会計年度） 

4．対処すべき課題 
　自動車・ＩＴ向けなどの需要は回復基調にあるものの、需要の先行き不透明感が続いています。平成２２年
度は、市場動向を見極めながら、構造改革の手を緩めることなく、体質強化と安定した事業基盤の構築を図
ります。 
　なお、具体的には、各事業部門で次のような取り組みを行います。 
 
環境・リサイクル部門 
　廃棄物処理事業では、コスト削減や集荷拡大、顧客サービスの充実に取り組み、事業の競争力向上を図り
ます。土壌浄化事業では、土壌汚染対策法の改正に伴う調査市場の取り込みや現地浄化への対応を進め、金
属リサイクル事業では、営業力強化や各拠点の整備・拡充に取り組みます。海外においては、東南アジアの
廃棄物処理会社・ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．、中国の貴金属リサイクル会
社・蘇州同和資源綜合利用有限公司などの各拠点とも連携し、土壌浄化や金属リサイクル事業などの拡充を
推し進めます。 
 
製錬部門 
　貴金属銅事業では、小坂製錬㈱の操業改善を図り、不純物対応力の強化や回収金属の多様化を推進します。
亜鉛事業では、安定操業に向けた取り組みやコストダウン施策を着実に実行するとともに、亜鉛リサイクル
事業への参入を図り、事業基盤を強化します。レアメタル事業では、回収コストの削減を進め、白金族（ＰＧＭ）
回収事業における原料ソースの掘りおこしや集荷体制の強化を図ります。また、ティサパ亜鉛鉱山の増強や、
ジブラルタル銅鉱山の権益取得など、資源確保への取り組みを継続します。 



（８） 

電子材料部門 
　半導体事業では、窒化物半導体（ＨＥＭＴ）の収益力向上や深紫外ＬＥＤの拡販を進めるとともに、既存製品
の更なる生産性向上によるコストダウンや特性向上を図り事業の競争力を高めます。電子材料・機能材料事
業では、市場の動向を見極めながら、特性の向上や歩留まりの改善、拡販等に取り組み、銀粉・キャリア粉
など成長分野の需要を着実に取り込んでいきます。また、引き続き新規製品の開発を推し進め、早期上市の
実現により、将来の成長に向けた事業の強化・拡大に努めます。 
 
金属加工部門 
　金属加工事業では、国内では加工工場のコスト競争力強化と新規拡販に取り組み、海外ではユーザー展開
に対応した拠点の整備・能力拡充を図ります。貴金属めっき事業では、品質・生産性向上、コストダウン、
顧客開拓による拡販で収益力を向上させます。回路基板事業では、産業機械向けなどの既存分野に加えて、
車載や新エネルギーなど新規分野での需要拡大を目指します。 
 
熱処理部門 
　熱処理事業では、更なる生産性向上によるコストダウン、品質管理の徹底、国内外拠点の整備・増強を実
施し、需要を着実に取り込んで収益力の向上を図ります。工業炉事業では、新炉製造拠点の整備や一層の原
価低減に取り組み、メンテナンス対応も拡充し、利益確保を図ります。 
 
　当社は、競争力のある事業や市場拡大が見込まれる領域への投資を行う一方で、徹底したコスト削減や新
規拡販などを推進し、一段の収益力回復とその安定化を図ります。 
 
　以上のような方針のもと、今後も「選択と集中」に取り組み、当社の基盤を強化し、成長と発展を目指し
ます。 

5．主要な事業内容 
　当社グループの主要な事業内容は、環境・リサイクル業、非鉄金属製錬業、電子材料事業、金属加工業及
び熱処理事業です。各部門の主要製品は次のとおりです。 

部門の名称 主　　　　要　　　　製　　　　品 

金属熱処理加工、金属表面処理加工、熱処理炉、熱処理炉付帯設備、プラントエンジニアリング 熱 処 理 部 門 

銅、亜鉛、鉛、金、銀、亜鉛合金、プラチナ、パラジウム、ロジウム、カドミウム、ビスマス、硫酸 製 錬 部 門 

廃棄物処理、土壌浄化、資源リサイクル、環境物流、一般物流 環境・リサイクル部門 

高純度レアメタル、各種化合物半導体ウェハ、ＬＥＤ、電子部品用導電材料、電池材料、メタル粉、フェライト粉 電 子 材 料 部 門 

銅・黄銅及び銅合金の板条、めっき加工品、黄銅棒、回路基板 金 属 加 工 部 門 

（２）

（３）

（４）

５．消費
　消

６．連結
　連
 

（貸借対
１．担保

投資
関係

２．担保
長期
短期

３．有形
４．偶発
保証
手形

５．関係
短期
長期
短期

（損益計
関係会社
営業
営業

（株主資
自己株式

（注）自
買

普

株
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6．主要な営業所及び工場並びに使用人の状況 
（１）主要な営業所及び工場 

当 社 本 社 東京都千代田区外神田四丁目１４番１号 

ＤＯＷＡテクノリサーチ譁（秋田県）、ＤＯＷＡテクノエンジ譁（岡山県）、秋田工営譁（秋田県）、陽和工営譁（岡山県） 製造拠点 
国内 

海外 

ＤＯＷＡマネジメントサービス譁（東京都）、ＤＯＷＡテクノロジー譁（東京都）、同和興産譁（岡山県） 営業拠点 

上海事務所（中国）、ＤＯＷＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ（アメリカ）、ＤＯＷＡ ＨＤ ＥＵＲＯＰＥ ＧｍｂＨ（ドイツ） 営業拠点 

本社、その他部門及び全社共通 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡホールディングス譁の拠点です。 

エコシステム秋田譁（秋田県）、エコシステム千葉譁（千葉県）、エコシステム山陽譁（岡山県）、 
グリーンフィル小坂譁（秋田県）、エコシステム花岡譁（秋田県）、イー・アンド・イー ソリューションズ譁（東京都）、 
ジオテクノス譁（東京都）、エコシステム小坂譁（秋田県）、エコシステム岡山譁（岡山県）、 
エコシステムリサイクリング譁（埼玉県）、譁エコリサイクル（秋田県）、アクトビーリサイクリング譁（熊本県）、 
オートリサイクル秋田譁（秋田県）、同和通運譁（岩手県）、バイオディーゼル岡山㈱（岡山県）、メルテック㈱（栃木県） 

製造拠点 
国内 

海外 

ＤＯＷＡエコシステム譁（東京都）、エコシステムジャパン譁（東京都）、大阪営業所（大阪府）、九州営業所（福岡県）、 
名古屋営業所（愛知県） 営業拠点 

台北事務所（台湾）、イー・アンド・イー ソリューションズ譁台湾事務所（台湾） 営業拠点 

蘇州同和資源綜合利用有限公司（中国）、ＩＤＥＳ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ（フィリピン）、 
ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．（インドネシア、シンガポール、タイ） 製造拠点 

環境技術研究所（秋田県）、葛西実験室（東京都） 研 究 所 

環境・リサイクル部門 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡエコシステム譁の拠点です。 

小坂製錬譁（秋田県）、譁日本ピージーエム（秋田県）、秋田レアメタル譁（秋田県）、秋田製錬譁（秋田県）、 
秋田ジンクソリューションズ譁（秋田県）、秋田ジンクリサイクリング㈱（秋田県） 製造拠点 国内 

海外 

ＤＯＷＡメタルマイン譁（東京都）、ジンクエクセル譁（東京都） 営業拠点 

メキシコ事務所（メキシコ）、バンクーバー事務所（カナダ）、ボリビア支店（ボリビア） 営業拠点 

ＮＩＰＰＯＮ ＰＧＭ ＡＭＥＲＩＣＡ ＩＮＣ．（アメリカ） 製造拠点 

製錬技術研究所（秋田県） 研 究 所 

製錬部門 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡメタルマイン譁の拠点です。 

税法に規

率によ
 

以降、

按分額

リ塩化

価は移動



（１０） 

ＤＯＷＡエレクトロニクス岡山譁（岡山県）、ＤＯＷＡ ＩＰクリエイション譁（岡山県）、ＤＯＷＡエフテック譁（岡山県）、 
ＤＯＷＡセミコンダクター秋田譁（秋田県）、ＤＯＷＡハイテック譁（ケミカル品）（埼玉県） 製造拠点 国内 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁（東京都）、大阪営業所（大阪府） 営業拠点 

半導体材料研究所（秋田県）、電子材料研究所（埼玉県）、機能材料研究所（岡山県） 研 究 所 

電子材料部門 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡエレクトロニクス譁の拠点です。 

ＤＯＷＡメタル譁（静岡県）、ＤＯＷＡメタニクス譁（静岡県）、新日本ブラス譁（千葉県）、ＤＯＷＡパワーデバイス譁（長野県）、 
ＤＯＷＡハイテック譁（めっき）（埼玉県） 製造拠点 国内 

海外 

ＤＯＷＡメタルテック譁（東京都）、九州営業所（福岡県）、名古屋営業所（愛知県）、金属加工事業部（静岡県）、 
豊栄商事譁（千葉県） 営業拠点 

同和金属材料（上海）有限公司（中国）、ＤＯＷＡ ＭＥＴＡＬＴＥＣＨ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ．， ＬＴＤ． （タイ） 製造拠点 

金属材料研究所（静岡県、埼玉県） 研 究 所 

金属加工部門 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡメタルテック譁の拠点です。 

（２）使用人の状況 
部　門　の　名　称 

環境・リサイクル部門 

製　　錬　　部　　門 

電　子　材　料　部　門 

使　用　人　数 

１，５３１名 

５９０

５１８

金　属　加　工　部　門 ７１５

熱　処　理　部　門 ３６０

その他・全社（共通） ６１１

合　　　　　　　　　計 ４，３２５

（注）１  使用人数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む）であり、
臨時雇用者数（嘱託、臨時員、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員など）は含んでいません。 

２  全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属している者です。 

真岡工場（栃木県）、浜松工場（静岡県）、中京安城工場（愛知県）、中京半田工場（愛知県）、豊田工場（愛知県）、 
豊橋工場（愛知県）、滋賀工場（滋賀県）、太田工場（群馬県）、譁セム（愛知県） 製造拠点 国内 

海外 

ＤＯＷＡサーモテック譁（愛知県） 営業拠点 

ＤＯＷＡ ＴＨＴ ＡＭＥＲＩＣＡ， ＩＮＣ． （アメリカ）、ＨＩＧＨＴＥＭＰ ＦＵＲＮＡＣＥ， ＬＴＤ． （インド）、ＤＯＷＡ ＴＨＥＲＭＯＴＥＣＨ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ）ＣＯ．， ＬＴＤ． （タイ） 製造拠点 

ＤＯＷＡサーモテック譁開発センター（愛知県） 研 究 所 

熱処理部門 

（注）社名の記載のないものは、ＤＯＷＡサーモエンジニアリング譁の拠点です。 

株主資
資本
前
当

当

資本
資

利益
その

その

資

（注） 記
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7．主要な借入先及び借入額 

借 入 先  借入金残高 

株式会社みずほコーポレート銀行 
株 式 会 社 　 静 岡 銀 行 
株 式 会 社 　 日本政策投資銀行 
株 式 会 社 　 り そ な 銀 行 
農 林 中 央 金 庫 
株 式 会 社 　 中 国 銀 行 
株 式 会 社 　 秋 田 銀 行 
株 式 会 社 　 群 馬 銀 行 
株 式 会 社 　 常 陽 銀 行 
中央三井信託銀行株式会社 

２７，５００百万円 
１３，６０６　　　 
１１，９４５　　　 
９，９１８　　　 
９，３７３　　　 
８，３６０　　　 
７，５４０　　　 
６，９４８　　　 
６，６５８　　　 
６，４１６　　　 

8．重要な親会社及び子会社の状況 
（１）重要な親会社の状況 
　該当事項はありません。 
 
（２）重要な子会社の状況 
環境・リサイクル部門 

会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡ エ コシステム 譁 
エ コ シ ス テ ム 花 岡 譁 
エコシステムリサイクリング譁 
アクトビーリサイクリング譁 
譁 エ コ リ サ イ ク ル 
グ リ ー ン フィル 小 坂 譁 
エ コ シ ス テ ム 岡 山 譁 
エ コ シ ス テ ム 山 陽 譁 
イー・アンド・イー ソリューションズ譁 
ジ　オ　テ　ク　ノ　ス　譁 
エ コ シ ス テ ム 千 葉 譁 
メ ル テ ッ ク 譁 
エ コ シ ス テ ム 秋 田 譁 
エ コ シ ス テ ム 小 坂 譁 
エ コシステムジャパン 譁 
同　　和　　通　　運　　譁 
ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ． 
蘇州同和資源綜合利用有限公司 

 
 

廃棄物処理、土壌浄化、リサイクル業 
土壌浄化、廃棄物の処理業 
貴金属・非鉄金属の回収業 
廃家電製品・使用済みＯＡ製品等の再生処理業 
廃家電製品・使用済みＯＡ製品等の再生処理業 
廃棄物の処理業 
産業廃棄物の処理、製鉄原料、非鉄原料の回収業 
廃棄物の処理、資源リサイクル業 
環境とエネルギーの総合技術コンサルタント業 
土壌調査及び浄化工事、環境コンサルタント業 
産業廃棄物の処理業 
一般・産業廃棄物の処理及び再資源化業 
廃棄物処理業、資源リサイクル業 
産業廃棄物の処理、製鉄原料、非鉄原料の回収業 
廃棄物及び資源リサイクルの営業、産業廃棄物の収集運搬業 
自動車運送、通運、倉庫業 
廃棄物処理事業の持株会社（注）２ 
産業廃棄物の処理、リサイクル業 

１００％ 
１００　 
１００　 
５５　 
５９　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
９０　 
１００　 
１００　 
９０　 

１，０００百万円 
３００　　　 
３００　　　 
２００　　　 
１５０　　　 
１００　　　 
１００　　　 
１００　　　 
１００　　　 
１００　　　 
９０　　　 
９０　　　 
５０　　　 
５０　　　 
３０　　　 
２０　　　 

（注）１　ＤＯＷＡエコシステム譁以外の持分比率は間接所有によるものです。 
２　ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．は、廃棄物処理事業の持株会社であり、傘下に２社の持株会社と７社の事業
会社を有しています。 

３　ＵＳＤは、米ドルをあらわしています。 

１６百万ＵＳＤ 
６百万ＵＳＤ 



会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡメタル マ イン 譁 
秋 　 田 　 製 　 錬 　 譁 
小 　 坂 　 製 　 錬 　 譁 
秋田ジンクソリューションズ譁 
譁 日 本 ピ ー ジ ー エ ム 
ジ ン ク エ ク セ ル 譁 
秋田ジンクリサイクリング譁 
秋 田 レ ア メ タ ル 譁 

 
 

非鉄金属・貴金属・レアメタルの製造・販売業 
亜鉛製錬、硫酸の製造業 
銅製錬、鉛製錬、貴金属等の回収業 
各種亜鉛製品等の加工業 
廃触媒からの白金族の回収業 
亜鉛、カドミウム、各種亜鉛製品等の販売業 
鉄鋼ダスト等からの亜鉛回収事業、亜鉛二次原料の受託加工業 
インジウム等の回収業 

１００％ 
８１　 
１００　 
８４　 
６０　 
８５　 
１００　 
１００　 

１，０００百万円 
５，０００　　　 
４，７００　　　 
３７５　　　 
３００　　　 
２００　　　 
１００　　　 
２０　　　 

（注）ＤＯＷＡメタルマイン譁以外の持分比率は間接所有によるものです。 

（１２） 

製錬部門 

電子材料部門 

会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁 
ＤＯＷＡハイテック譁（ケミカル品） 
ＤＯＷＡセミコンダクター秋田譁 
ＤＯＷＡ ＩＰ クリエイション譁 
Ｄ ＯＷＡ エ フテック譁 
ＤＯＷＡエレクトロニクス岡山譁 

半導体、電子材料、磁性材料の製造・販売業 
金属化合物、化成品等の製造業 
高純度金属材料、化合物半導体基板、発光ダイオードの製造業 
各種鉄粉・キャリア粉の製造業 
フェライト粉の製造業 
メタル粉、銅粉等の製造業 

１００％ 
１００　 
１００　 
７０　 
１００　 
１００　 

１，０００百万円 
４５０　　　 
３００　　　 
３００　　　 
３００　　　 
１００　　　 

（注）ＤＯＷＡエレクトロニクス譁以外の持分比率は間接所有によるものです。 

金属加工部門 

会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡメタルテック譁 
Ｄ Ｏ ＷＡメタニ クス 譁 
ＤＯＷＡハイテック譁（めっき） 
Ｄ Ｏ Ｗ Ａ メ タ ル 譁 
豊 　 栄 　 商 　 事 　 譁 
ＤＯＷＡパワーデバイス譁 
新　日　本　ブ　ラ　ス　譁 
同和金属材料（上海）有限公司 

金属加工業及びめっき加工業 
ニッケル合金、銅合金等及び電子部品の製造・販売業 
表面処理加工業 
伸銅品等の製造業 
伸銅品・アルミ製品等の販売、加工業 
回路基板の製造業 
各種黄銅棒、鍛造品の製造・販売業 
伸銅品の加工、販売業 

１００％ 
９０　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 
１００　 

１，０００百万円 
５００　　　 
４５０　　　 
４００　　　 
１１０　　　 
１００　　　 
１００　　　 

（注）１　ＤＯＷＡメタルテック譁以外の持分比率は間接所有によるものです。 
２　ＵＳＤは、米ドルをあらわしています。 

熱処理部門 

会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡサーモテック譁 

ＤＯＷＡサーモエンジニアリング譁 
 

譁　　　　セ　　　　ム 
ＤＯＷＡ ＴＨＴ ＡＭＥＲＩＣＡ， ＩＮＣ． 

熱処理事業 
各種熱処理設備の設計・製造業、各種熱処理設備のメンテナンス及び改良 
技術業、各種熱処理加工業、各種表面処理加工業、表面改質処理業 
各種熱処理加工業、各種表面処理加工業、熱処理設備の設計・製造業 
各種熱処理加工業、各種表面処理加工業 

１００％ 

１００　 
 

１００　 
１００　 

１，０００百万円 

１００　　　 
 

５５　　　 

（注）１　ＤＯＷＡサーモテック譁以外の持分比率は間接所有によるものです。 
２　ＵＳＤは、米ドルをあらわしています。 

５百万ＵＳＤ 

２．５百万ＵＳＤ 



（１３） 

その他・全社（共通）部門 

会 社 名 資 本 金 持分比率 主要な事業内容 

ＤＯＷＡマネジメントサービス譁 
ＤＯＷＡテクノエンジ譁 
同 　 和 　 興 　 産 　 譁 
秋 　 田 　 工 　 営 　 譁 
陽 　 和 　 工 　 営 　 譁 
ＤＯＷＡテクノロジー譁 
ＤＯＷＡテクノリサーチ譁 

一般間接業務受託業 
プラント建設業 
ゴルフ場、不動産等の受託管理、仲介業 
一般土木工事、機電事業、各種工場のメンテナンス事業 
土木工事業、建築工事業、宅地建物取引業 
技術開発支援、分析評価業務受託業 
環境計量証明事業 

１００％ 
１００　 
１００　 
９７　 
１００　 
１００　 
１００　 

８５０百万円 
４００　　　 
３０５　　　 
９５　　　 
２０　　　 
１０　　　 
１０　　　 

（注）秋田工営譁、陽和工営譁及びＤＯＷＡテクノリサーチ譁の持分比率は間接所有によるものです。 

蠡．株式に関する事項 
 
1．株式の状況 
盧 発行済株式の総数　　　３００，５４３，６８３株 
（注）１ 発行済株式の総数は、自己株式 ９，４０２，３４８株を除いています。 

２ 平成１８年に発行した新株予約権による新株式の発行請求に伴い、発行済株式の総数が６,１５５,２２２
株増加しています。 

３ 平成１８年に発行した新株予約権は、平成２２年１月３０日をもって行使期間が満了したことにより
会社法の規定に基づきすべて消滅しました。 

盪 株主数　　　　　　　　　　　１９，５２５名 
 
2．大株主の状況 

氏　　　　名 
当 社 へ の 出 資 状 況  

持分比率  持　株　数 

８．４８％ 
６．００  
４．７９  
３．７４  
２．５８  
２．４３  
１．７１  
１．６６  
１．５４  
１．２４  

２５，４９２千株 
１８，０２１　　 
１４，３８５　　 
１１，２４４　　 
７，７６５　　 
７，３０８　　 
５，１４３　　 
４，９７４　　 
４，６３２　　 
３，７３６　　 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 
藤 田 観 光 株 式 会 社 
Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル 株 式 会 社 
株 式 会 社 み ず ほコー ポレ ート銀 行 
株 式 会 社  り そ な 銀 行  
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 
Ｊ Ｕ Ｎ Ｉ Ｐ Ｅ Ｒ 
あ い お い 損 害 保 険 株 式 会 社 
株 式 会 社  静 岡 銀 行  

（注）１　当社は、自己株式９，４０２千株を保有しています。 
２　持分比率については、自己株式を控除した発行済株式総数より算出しています。 

を図る

として

に限定

す。 

定する方

替相場を

困難と

百万円） 



（１４） 

蠱．会社役員に関する事項 
 
1．会社役員の氏名、地位、担当及び重要な兼職の状況等 

代表取締役会長・ＣＥＯ 
（最高経営責任者） 

取 締 役 副 会 長  

代表取締役社長  
取 締 役 ・Ｃ Ｔ Ｏ 
（最高技術責任者） 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

内閣府行政刷新会議議員、同参与、環境省 中央環境審議会委員、藤田観光譁シニアチェアマン（非常勤） 

 

 

 

ＤＯＷＡマネジメントサービス㈱ 代表取締役社長 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁取締役 、ＤＯＷＡメタルテック譁取締役 

日本景徳鎮譁代表取締役社長　（注）１ 

（注）２ 

 

小名浜製錬譁監査役、藤田観光譁監査役　（注）３ 

ＤＯＷＡマネジメントサービス㈱ 監査役、藤田観光譁監査役　（注）２、３ 

鐡 川 廣 和  

河 野 正 樹  

山 田 政 雄  

杉 山 文 利  

中 塩 　 弘  

山 田 健 昭  

金 丸 健 二  

西 脇 文 男  

大井田　完　二 

蔭 地 義 之  

　 松 　 修  

代表取締役会長  鐡 川 廣 和  

地　　位 担当及び重要な兼職の状況等 氏　　名 

内閣府行政刷新会議議員、同参与、環境省 中央環境審議会委員、藤田観光譁シニアチェアマン（非常勤） 

地　　位 担当及び重要な兼職の状況等 氏　　名 

（注）１　取締役 金丸健二は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役です。 
２　常勤監査役 西脇文男及び監査役 　松修は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役です。 
３　常勤監査役 蔭地義之は、当社の経理部門の業務経験を有しています。また、監査役 　松修は、藤田観光譁の経理部門の業務経験を有しています。 
４　平成２２年４月１日において会社役員の地位について変更がありました。 
変更のあった会社役員の、平成２２年４月１日における氏名及び地位は、次のとおりです。 

５　当社では、経営上の重要な意思決定及び監督の機能と業務執行の機能の分離・明確化を図るために、執行役員制を導入しています。 
平成２２年３月３１日における執行役員の氏名、担当及び重要な兼職の状況等は、次のとおりです。 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

企画・広報担当 

ＤＯＷＡエコシステム㈱ 代表取締役社長 

ＤＯＷＡメタルマイン譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡメタルテック譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡサーモテック㈱ 代表取締役社長 

ＤＯＷＡサーモテック譁 取締役副社長 

富 川 　 宏  

古 賀 義 人  

山 闢 信 男  

大 塚 　 晃  

石 橋 幸 雄  

荻 野 峯 雄  

住 田 敏 郎  

地　　位 担当及び重要な兼職の状況等 氏　　名 

（連結株
１．発行
 
 
 
 
２．配当
①配
平
 
 
 
 
 
 
 
 
②基
平
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１株当
１．１株
２．１株
３．１株
①連
②普
③普



要件を

ごとに

計とを
社につ

の年数

換算差額

（１５） 

（　　） （　　） 

2．当該事業年度に係る取締役又は監査役ごとの報酬等の総額 

3．当該事業年度中に辞任した会社役員又は解任された会社役員に関する事項 
　取締役 藁科卓也は、平成２２年３月２４日付で取締役を辞任し、藤田観光㈱取締役に就任しました。 
　監査役 山地敏は、平成２１年６月２４日付で辞任しました。 

８ 名 

５ 

１３ 

７１ 

３５２ 

取　締　役 

区　分 

監　査　役 

合　計 

支　給　額 支給人員 

４ ３８ （うち社外役員） 

摘　　　要 

２８０ 百万円 

６　平成２２年４月１日において執行役員及びその主な担当業務について変更がありました。 
平成２２年４月１日における執行役員の氏名、担当及び重要な兼職の状況等は、次のとおりです。 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

ＤＯＷＡエコシステム譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡメタルマイン譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡエレクトロニクス譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡメタルテック譁 代表取締役社長 

ＤＯＷＡサーモテック譁 代表取締役社長 

古 賀 義 人  

山 闢 信 男  

大 塚 　 晃  

甲 斐 博 之  

住 田 敏 郎  

地　　位 担当及び重要な兼職の状況等 氏　　名 

4．社外役員に関する事項 
（１）他の会社の業務執行取締役等の兼職状況 
 
 
 
（２）他の株式会社の社外役員の兼任状況 
 

 

 
（３）主要取引先等特定関係事業者との関係 
　該当事項はありません。 

日 本 景 徳 鎮 譁  
代 表取締役社長  対中投資に関するコンサルティングを受けています。 金 丸 健 二  

他の会社名及び地位 他の会社との関係 氏　　名 

ＤＯＷＡマネジメントサービス譁 
監 査 役  当社の子会社であり、間接業務全般を委託しています。 　 松 　 修  

他の会社名及び地位 他の会社との関係 氏　　名 



（１６） 

（４）当該事業年度における主な活動状況 
 

 

 

 

 

 
（５）当社との間で締結している責任限定契約 
　該当事項はありません。 
 
 
蠶．会計監査人に関する事項 
 
1．会計監査人の氏名又は名称 
有限責任監査法人トーマツ 
 
2．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
有限責任監査法人トーマツ　　　 　３０百万円 
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分し

ておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しています。 

 
3．非監査業務の内容 
財務デューデリジェンスに係る業務　ほか 
 
4．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
　当社は、会社法第３４０条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が
職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の同意を得て又は請求により、会計監
査人の解任又は不再任に関する議題を株主総会に提案します。 
 
5．会計監査人と当社との間で締結している責任限定契約の内容の概要 
　該当事項はありません。 

取 締 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

平成２１年度に開催された取締役会１６回の全てに出席し、日本景徳鎮譁代表取締役社長として
培った経験・見識に基づき、発言を行いました。 

平成２１年度に開催された取締役会１６回及び監査役会１３回の全てに出席し、興銀リース譁代表
取締役副社長として培った経験・見識に基づき、発言を行いました。 

平成２１年度に開催された取締役会及び監査役会のうち、平成２１年６月２４日の就任後に開催された取締役会１２
回及び監査役会９回の全てに出席し、藤田観光㈱常勤監査役として培った経験・見識に基づき、発言を行いました。 

金 丸 健 二  

西 脇 文 男  

　 松 　 修  

区　　分 主な活動状況 氏　　名 

②

③

（３）重要
①

②

③

④

⑤

⑥

（４）重要
完成
　
工
見

（会
　

月
確
完
　
増



（１７） 

6．当社の会計監査人である公認会計士又は監査法人に当社及びその子会社が支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 
　１３０百万円 
 
7．当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人が行う当社の子会社の計算関係書類の監査の事実 
 
 
 
 
 
蠹．会社の体制及び方針 
1．株式会社の支配に関する事項 
　当社は、上記方針を定めておりませんが、基本的な考え方として、次のとおり「情報と時間ルール」を
定めております。 

情報と時間ルール 
　当社取締役会は、議決権割合が20％以上となる当社株式の買付行為（以下、大規模買付といいます）
を受け入れるかどうかは、最終的には、株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると認識しており
ます。その判断にあたっては、当社の事業規模や事業領域に照らして、大規模買付を行おうとする者
（以下、大規模買付者といいます）と当社取締役会の双方からの「適切な情報提供」と「十分な検討期間
の確保」が必要であると考えます。 
　このような基本的な考え方に基づき、当社取締役会は、大規模買付を認識したときは、大規模買付者に
対し、次の情報（以下、大規模買付情報といいます）を他の株主及び取締役会に提供することを求めます。 
　①　大規模買付の目的及び内容 
　②　買付価格の算定根拠及び買付資金の裏付け 
　③　大規模買付完了後に意図する当社経営方針及び事業計画 
　④　その他株主価値に影響する重要な事項に関する情報 
　当社取締役会は、大規模買付情報を検討したうえで、当該大規模買付に対する評価意見を公表しま
す。その際には、取締役会から独立した第三者により構成される委員会の意見を求めます。 
　また、当社取締役会は、当社株式の取引や異動状況を常に注視し、大規模買付がなされた場合に迅速
かつ適切な対応をとり得る社内体制を整備いたします。 
 

2．剰余金の配当に関する事項 
　当社は、株主の皆様への配当を経営における最重要課題の一つと位置付けており、企業体質強化と将来
の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案のうえ、業績に応じて配当を行う方針としています。  
　なお、当事業年度については、１株当たり10円の利益配当としました。 

監　査　法　人　名 備　考 会　社　名 

ＰｒｉｃｅｗａｔｅｒｈｏｕｓｅＣｏｏｐｅｒｓ ＬＬＰ ＤＯＷＡ ＴＨＴ ＡＭＥＲＩＣＡ， ＩＮＣ． 

Ｋｅｍｐ Ｃｈａｔｔｅｒｉｓ Ｄｅｌｏｉｔｔｅ ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ． 
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3．内部統制システムの状況 
　当社及びグループ各社は、「ＤＯＷＡグループ価値観と行動規範」に則り、社会への貢献とともに、企業
価値の最大化と株主から付託された経営責任を果たすため、内部統制の効果的かつ効率的な体制整備と運
営にグループ全社をあげて取り組んできました。一方で、法令の改正など、社会のコンプライアンス重視
の姿勢は強まっており、当社グループへの要請も今後一層強まると思われます。 
　こうしたなかで、当社は、平成１８年１０月１日に持株会社に移行しました。 
　持株会社制は、各事業グループが専門性を高めるとともに諸施策のスピードをあげて実施できる一方で、
統制システムが局所的に特化して全体としての統制が乱れる危険性も孕んでいます。 
　このため、当社とグループ各社が内部統制の基本方針や基本システムを共有するとともに、具体的な活
動では各社ごとの独自性を活かせるようにすることで、持株会社制にあわせた効果的かつ効率的な内部統
制を図っていきます。 
　更に、内部統制システムは、事業内容や社会環境の変化にあわせて見直しを続けなければならないもの
であり、当社及びグループ各社は、このシステムの整備を一層強力に進めていきます。 

 
（１）取締役に関する事項 
 
①　取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
　取締役及び社員は、「ＤＯＷＡグループ価値観と行動規範」を日常の行動規範として、事業活動を遂行
する。 
　当社は、執行役員を任命して、取締役会から執行機能を分離し、取締役会の監督機能の強化を図る。 
　取締役会規程や職務権限規程などの社規により、各職位にある者の権限と責任を明確にするとともに、
取締役や社員の自己研鑽や各種教育により、法令、定款及び社会規範の遵守を徹底する。 
　財務報告の信頼性を確保するための体制を整備し運用する。 
　反社会的勢力には、組織的に毅然とした態度で対応する。また、必要により警察等関係機関や顧問弁
護士と連携する。 
　ＤＯＷＡ相談デスクの設置や内部監査の実施により、不正や不祥事の未然防止と早期発見を図り、必要
に応じて適切な措置を講ずる。 
 

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
　当社は、取締役の職務の執行に関する情報を、ＤＯＷＡグループ情報システム管理規則や知的財産管理
規則などの社規に従い管理する｡ 
　また、文書については、取締役会議事録を取締役会規程に従い作成・保存するほか、稟議書及びその
他の書類を文書規則などの社規に従い作成・保存し、必要に応じて閲覧できる状態を維持する。 

（１８） 
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（１９） 

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
　当社は、リスクの把握と回避のために、重要事項の決定にあたり、取締役会などによる厳正な審査を
実施する。また、グループ各社が連携するための連絡体制の構築と、緊急時の対応力向上を図る。この
ために必要な規則・ガイドラインなどを整備するとともに、各種教育等を実施する。 
　取締役と執行役員は、月１回の経営執行会議で、各事業グループの活動状況などについて報告を受け、
事業環境の変化への迅速な対応を図る。 
　また、重大事案については、担当執行役員に直接指揮させ、経営執行会議のほか取締役会にも報告さ
せる。 
　当社は、リスクの把握と回避を図り、必要に応じて適切な措置を講ずるため、内部監査を実施する。 
 

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
　当社は、取締役会規程や職務権限規程などの社規により権限と責任を明確にする。 
　経営上の決定事項については、重要度に応じて、取締役会で決議し、または稟議書によって決裁者が
決定する。なお、特に重要な事項については、あらかじめ経営戦略会議で審議したうえ、取締役会に付
議する。 
　執行役員の任命によって、取締役会から執行機能を分離し、取締役会の監督機能の強化と意思決定の
迅速化を図る。 
　当社の取締役会で決議された経営方針、中期計画、各年度予算に基づき、５つの事業会社とその事業
グループに属する事業子会社各社へ経営資源を適正に配分し、事業グループごとに形成された企業集団
が事業活動を行う。 
 各事業会社は、毎月の事業活動の状況を月次決算としてまとめたうえ、翌月開催される当社の経営執
行会議に報告する。 
　取締役会は、各事業グループの経営計画の達成度を管理するとともに、報酬委員会の答申に基づき取
締役と執行役員の報酬に適正に反映させる。 
 

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
　グループ各社は、取締役会規程、職務権限規程、経理規程、文書規則、購買規則、システム管理規則
などの主要社規の体系と規定項目を当社及びグループ全社で共通化し、各職位にある者の責任、権限、
（決裁）手続きを明確にする。 
　重要な事項を決定するときには、グループ各社の社内手続きだけでなく、事業会社は当社と事前に協
議しもしくは事前の同意を得て、また、事業子会社は親会社である事業会社（特に重要な事項について
は当社とも）と事前に協議しもしくは事前の同意を得て実施する。 



　各事業会社は、所管する事業グループの活動状況を月次決算としてまとめたうえ、当社の経営執行会
議に毎月報告する。 
　また、当社、事業会社及び事業子会社の開発力、技術力の向上を促進する技術サポート会社、並びに
会計、財務、資材、システムなどの間接業務の効率性と透明性を高める事務サポート会社を設置して、
企業集団における内部統制を効果的に進める。 
　更に、ＤＯＷＡネットによる情報の共有化、各社の役員・社員が参加する研修会の開催、内部監査の実
施などにより、内部統制システムの実効性を高める。 
　これらにより、当社グループの業務の適正を確保するとともに、効率化を図る。 
 

（２）監査役に関する事項 
 
①　監査役がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合における当該社員に関する事項 
　監査役が補助すべき社員の設置を求めた場合は、すみやかに監査役の職務について専門性を有する社
員を配置する。 
 

②　前号の社員の取締役からの独立性に関する事項 
　監査役の求めに応じて補助すべき社員を設置する場合は、当該社員の選任及び人事考課について、監
査役会の意見を尊重する。 
 

③　取締役及び社員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
　稟議書の回付及びトップミーティングによる取締役との意見交換などを実施する。 
　会社に著しい損害もしくは信用の低下を及ぼすおそれのある事実があることを発見した場合は、すみ
やかに適切な報告を行う。また、内部監査を実施した場合は、その実施状況及び結果を報告する。 
 

④　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
　取締役との意見交換、重要な社員からの個別ヒアリング、事業所やグループ会社への往査などのため
の監査環境の整備に協力する。 
 

（注）本報告書の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しています。 
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連結貸借対照表（平成２２年３月３１日現在） 

現 金 及 び 預 金  
受取手形及び売掛金 
商 品 及 び 製 品  
仕 掛 品  
原材料及び貯蔵品  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

科　　　　　目 

資 産 合 計  330，720

金　　額 

（資産の部） 

（単位：百万円） 

負 債 及び 純 資 産 合 計 330，720

111，667

148，700
２７，３９０ 
５０，９５４ 
１９，３５７ 
３，５５８ 
３３，８１５ 
４，６０２ 
９，２８７ 

△　　２６７ 

４０，４０３ 
３７，８５０ 
２２，２２８ 
３，２９５ 
１，８１８ 

蠢 流 動 資 産  

科　　　　　目 金　　額 

（負債の部） 

１０，０００ 
７３，６３９ 
１，２１３ 
１１，９６４ 
５５７ 
１，８４２ 
３，１８７ 

102，404

２８，７１２ 
６５，７２４ 

７ 
１，７２９ 
３，３５２ 
２ 

２，６２８ 
１４１ 

１４，３５０ 

116，648

182，020
105，597

8，877

67，544

蠢 流 動 負 債  
支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金  
社債（一年内償還予定分） 
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
繰 延 税 金 負 債  
賞 与 引 当 金  
役 員 賞 与 引 当 金  
そ の 他  

蠡 固 定 負 債  
社 債  
長 期 借 入 金  
繰 延 税 金 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
役 員 退 職 引 当 金  
そ の 他 の 引 当 金  
そ の 他  

蠡 固 定 資 産  
有形固定資産  
建 物 及 び 構 築 物  
機械装置及び運搬具 
土 地  
建 設 仮 勘 定  
そ の 他  

５６，４２４ 
３８３ 
８，１４０ 
２，８５６ 

△　　２６０ 

７，０３８ 
１，８３９ 

無形固定資産  
の れ ん  
そ の 他  

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券  
長 期 貸 付 金  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

負債合計 

99，830

219，053

5，663

７，５３３ 
１６０ 

△　１，５２１ 

6，173

３６，４３７ 
２６，３６２ 
４２，７９１ 

△　５，７５９ 

（純資産の部） 

蠢 株　主　資　本  
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
自 己 株 式  

蠡 評価・換算差額等 

蠱 少数株主持分 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
為替換算調整勘定  

純資産合計 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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連結損益計算書 自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日 （  ）  

科　　　　　　　　　　目 

特　　　別　　　利　　　益 

金　　額 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 

少　　数　　株　　主　　利　　益 

当 　 　 期 　 　 純 　 　 利 　 　 益 

営　　　　業　　　　利　　　　益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  

売 　 　 上 　 　 総 　 　 利 　 　 益 

売　　　　　上　　　　　高 
売　　　上　　　原　　　価 

法 　 人 　 税 　 等 　 調 　 整 　 額  

（単位：百万円） 

３０７，４６２ 
２６８，７３８ 

支　　　払　　　利　　　息 
そ 　 　 　 の 　 　 　 他  

２，７２１ 
５，２７９ 
２，８１５ 
２，４６３ 

２５，０２２ 

営　　業　　外　　収　　益 ５，３８６ 

営　　業　　外　　費　　用 

３１５ 

３９１ 

経　　　　常　　　　利　　　　益 

２，３９４ 

１，９４４ 

１，０２５ 

受 取 利 息 及 び 配 当 金  
為　　　替　　　差　　　益 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益  
受 　 取 　 賃 　 貸 　 料  
そ 　 　 　 の 　 　 　 他  

７１５ 
６５ 

１，５６８ 

保 　 険 　 金 　 収 　 入  
固　定　資　産　売　却　益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
補 　 助 　 金 　 収 　 入  
そ 　 　 　 の 　 　 　 他  

１０４ 
９８ 
６ 
６ 
１７４ 

特　　　別　　　損　　　失 
事 業 構 造 改 革 関 連 損 失 
固　定　資　産　除　却　損 
減　　　損　　　損　　　失 
環 　 境 　 対 　 策 　 費 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
貸　倒　引　当　金　繰　入 
固　定　資　産　売　却　損 
そ 　 　 　 の 　 　 　 他  

４，４７７ 
１，４９０ 
１，０５４ 
８５１ 
４１３ 
２３８ 
１５３ 
６ 
２６８ 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

１３，７０１ 

１３，８０９ 

９，７２３ 

４，３５９ 

３８，７２４ 
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株主資本 
資本金 
前期末残高 
当期変動額 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

資本剰余金 
前期末残高 
当期変動額 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

利益剰余金 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
持分法適用会社の自己株式処分による剰余金の増加 
連結除外による剰余金の増加 
持分法の適用範囲の変動 
当期変動額合計 
当期末残高 

自己株式 
前期末残高 
当期変動額 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
持分法適用会社の持分比率変更による自己株式の増減 
当期変動額合計 
当期末残高 

株主資本合計 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
持分法適用会社の持分比率変更による自己株式の増減 
持分法適用会社の自己株式処分による剰余金の増加 
連結除外による剰余金の増加 
持分法の適用範囲の変動 
当期変動額合計 
当期末残高 

項　　　目 金　　額 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

繰延ヘッジ損益 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

為替換算調整勘定 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

評価・換算差額等合計 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

少数株主持分 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

純資産合計 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
持分法適用会社の持分比率変更による自己株式の増減 
持分法適用会社の自己株式処分による剰余金の増加 
連結除外による剰余金の増加 
持分法の適用範囲の変動 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

１０３，８３０ 
 

△ ２，９４４ 
４，３５９ 

△ ３４ 
１ 
０ 

△ １０７ 
０ 

２３８ 
△ １２６ 
６，４４９ 
７，８３７ 

１１１，６６７ 

３６，４３６ 
 
０ 
０ 

３６，４３７ 

２６，３６１ 
 
０ 

△ ０ 
０ 

２６，３６２ 

４１，２６２ 
 

△ ２，９４４ 
４，３５９ 
０ 

２３８ 
△ １２６ 
１，５２８ 
４２，７９１ 

△ ５，６１８ 
 

△ ３４ 
１ 

△ １０７ 
△ １４１ 
△ ５，７５９ 

９８，４４２ 
 

△ ２，９４４ 
４，３５９ 

△ ３４ 
１ 
０ 

△ １０７ 
０ 

２３８ 
△ １２６ 
１，３８８ 
９９，８３０ 

４，２３８ 
 

３，２９５ 
３，２９５ 
７，５３３ 

△ ２，５４２ 
 

２，７０３ 
２，７０３ 
１６０ 

△ １，５７１ 
 

５０ 
５０ 

△ １，５２１ 

１２４ 
 

６，０４９ 
６，０４９ 
６，１７３ 

５，２６３ 
 

４００ 
４００ 
５，６６３ 

項　　　目 金　　額 

（単位：百万円） 
連結株主資本等変動計算書 自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日 （  ）  

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 
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連　結　注　記　表 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 
１．連結の範囲に関する事項 
　連結子会社は５９社であり、主要な連結子会社の名称は次のとおりです。 
ＤＯＷＡエコシステム譁、ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．、ＤＯＷＡメタルマイン譁、小坂製錬譁、秋田
製錬譁、ＤＯＷＡエレクトロニクス譁、ＤＯＷＡメタルテック譁、ＤＯＷＡメタニクス譁、ＤＯＷＡサーモテック譁、ＤＯＷＡマネジメントサービス譁 
　なお、当連結会計年度においてあらたにメルテック譁の株式を購入し、連結の範囲に含めています。また、ＤＯＷＡ Ｆ－ＴＥＣ（ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ） 
ＰＴＥ． ＬＴＤ．を、事業から撤退したことに伴い、連結の範囲から除外していますが、撤退時までの損益を連結しています。 
　上記以外の子会社のうち、卯根倉鉱業譁ほか計１９社（休眠会社静狩金山譁ほか計２社を含む。）の合計の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結総資産、連結売上高、連結当期純損益及び利益剰余金等に対し、
いずれも僅少であり、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため非連結子会社としました。 

２．持分法の適用に関する事項 
　持分法適用関連会社は１２社であり、主要な持分法適用関連会社の名称は次のとおりです。 
　光和精鉱譁、小名浜製錬譁、ＭＩＮＥＲＡ ＴＩＺＡＰＡ， Ｓ．Ａ．ＤＥ Ｃ．Ｖ．、藤田観光譁 
　なお、当連結会計年度から、京都エレックス譁は重要性が増したため、赤城鉱油譁及びＣＡＲＩＢＯＯ ＣＯＰＰＥＲ ＣＯＲＰ．はあらたに
株式を取得したため、持分法を適用しています。 
　卯根倉鉱業譁ほか非連結子会社計１９社（休眠会社静狩金山譁ほか計２社を含む。）及び関連会社計８社の合計の当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結当期純損益及び利益剰余金等に対し、いずれも僅少であり、全体として連
結計算書類に重要な影響を及ぼさないため持分法を適用していません。 
　また、これらの会社に対する投資については原価法により評価しています。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
　連結子会社のうち、ＭＯＤＥＲＮ ＡＳＩＡ ＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＴＡＬ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＩＮＣ．、蘇州同和資源綜合利用有限公司、同和金属材
料（上海）有限公司等海外１２社の決算日は１２月３１日です。連結計算書類の作成にあたっては、同社の決算日の計算書類を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券（時価のあるもの）…… 
 
その他有価証券（時価のないもの）…… 
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 
② デ リ バ テ ィ ブ……時価法 
③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっています。 
金・銀・銅・鉛・亜鉛・プラチナ・パラジウム・ロジウム・カドミウム 

……先入先出法 
そ の 他 の 主 要 な 棚 卸 資 産……移動平均法及び個別法 

（２）重要な固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く。） 
定率法 
　ただし、最終処理施設は生産高比例法、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法 
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算出しています。） 
移動平均法による原価法 
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② 無形固定資産（リース資産を除く。） 
定額法 
　なお、耐用年数については、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）、ソフトウェア以外は法人税法に規
定する方法と同一の基準によっています。 

③ リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により算定しています。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
……リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっています。なお、リース取引開始日が平成２０年３月
３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続
き採用しています。 

（３）重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率によ
り計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金 
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③ 役員賞与引当金 
　役員に対して支給する賞与（業績連動報酬の業績連動部分を含む。）の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額
に基づき、当連結会計年度に見合う分を計上しています。 

④ 退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の時価に基づき計上しています。 
　年金資産の期待運用収益と実際の成果との差異などにより発生した数理計算上の差異については、主として発生の翌連結会
計年度以降、定額法により５年間での按分額を費用に計上しています。 
　また、退職金規程の改定などにより発生した過去勤務債務については、主として発生した連結会計年度より定額法により５年
間での按分額を費用に計上しています。 

⑤ 役員退職引当金 
　連結子会社の一部は役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しています。 

⑥ 環境対策引当金 
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成１３年６月２２日　法律第６５号）の規定によるポリ塩
化ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるため、当連結会計年度末における処分費用の見積額を計上し、固定負債の「その他の引
当金」に含めて表示しています。 

（４）重要な収益及び費用の計上基準 
完成工事高及び完成工事原価の計上基準 
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については、工事進行基準を適用し、その他の
工事契約については、工事完成基準を適用しています。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度における進捗度の
見積りは、主として原価比例法によっています。 

（会計方針の変更） 
　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主として工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」
（企業会計基準第１５号 平成１９年１２月２７日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１８号 平成１９年１２
月２７日）を当連結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度までの進捗部分について成果の
確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは主として原価比例法）を、その他の工事については工事
完成基準を適用しています。 
　この結果、従来の方法に比較して、売上高が２２９百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ４２百万円
増加しています。 



（５）その他の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
① ヘッジ会計の方法 
イ．ヘッジ会計の方法 
　原則として、繰延ヘッジ処理を採用していますが、借入金利息に対する金利スワップ取引については、特例処理の要件を
充たしているため特例処理を採用しています。 
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりです。 
・ヘッジ手段　……　金利スワップ取引 
　ヘッジ対象　……　借入金利息 
・ヘッジ手段　……　非鉄金属先渡取引 
　ヘッジ対象　……　棚卸資産の販売・購入額 

ハ．ヘッジ方針 
　為替変動、金利変動、商品価格変動等の相場変動によるリスク回避を目的として、対象物の範囲内で個々の取引ごとに
ヘッジしています。 
ニ．ヘッジ有効性評価の方法等 
　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計とを
比較し、両者の変動額などを基礎にして、毎月ヘッジ取引を統括する会議において評価しています。また、連結子会社につ
いては、毎月当社に運用・評価状況を報告しています。 

② 消費税等の会計処理 
　消費税等については、税抜方式によっています。 

③ のれん及び負ののれんの償却の方法及び期間 
　のれん及び負ののれんは定額法により償却しています。また、償却期間は個々の超過収益力を勘案し２０年以内の一定の年数
で処理しています。 

④ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 
　また、在外連結子会社の資産・負債及び収益・費用は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部の評価・換算差額等及び少数株主持分に含めて計上しています。 

⑤ 連結納税制度 
　連結納税制度を適用しています。 
 

（連結貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産の内容及びその金額 
有形固定資産　　　　　　　　　　　　　１，０２８百万円 
投資有価証券　　　　　　　　　　　　　９，８７５百万円 

２．担保に係る債務の金額 
長期借入金　　　　　　　　　　　　 　３１，７２４百万円 
短期借入金　　　　　　　　　　　　 　１０，３９８百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額　　　　１９６，３５０百万円 
（注）上記金額には減損損失累計額を含めています。 

４．偶発債務 
保証債務　　　　　　　　　　　　　　　６，０６２百万円 
手形債権流動化に伴う買戻し義務　　　　　４５３百万円 

（２６） 

2．当

3．当
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4．社
（１）他
 
 
 
（２）他
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　該当



（２７） 

常勤） 

常勤） 

ています。 

います。 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．発行済株式に関する事項 
 
 
 
 
２．配当に関する事項 
①配当金支払額 
平成２１年５月１１日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
平成２２年５月１３日開催の取締役会において、次のとおり決議しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　３５８円３３銭 
２．１株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　　１４円９６銭 
３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 
①連結損益計算書上の当期純利益　　　　　４，３５９百万円 
②普通株式に係る当期純利益　　　　　　　４，３５９百万円 
③普通株式の期中平均株式数　　　　　　２９１，３６４千株 

株式の種類 

普通株式 

当連結会計年度増加株式数 

３０９，９４６，０３１ 

前連結会計年度末株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

（単位：株） 

― ６，１５５，２２２ ３０３，７９０，８０９ 

株式の種類 

配当財産の金額の総額 

普通株式 

２，９４４百万円 

１株当たり配当額 １０円 

基　準　日 平成２１年３月３１日 

効力発生日 平成２１年６月２５日 

株式の種類 

配当財産の金額の総額 

普通株式 

３，００５百万円 

１株当たり配当額 １０円 

基　準　日 平成２２年３月３１日 

効力発生日 平成２２年６月２５日 



（２８） 

その他

Ｄ
Ｄ
同
秋
陽
Ｄ
Ｄ

（注）秋

蠡．株
 
1．株
盧 発

盪 株
 
2．大

日本
日本
藤
Ｊ Ｆ
株 式
株
日
Ｊ
あ い
株

（注）１　
２　

（金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
　当社グループは、資金運用については短期的な預金、現先取引にて行っています。 
　一方、資金調達については、銀行借入を中心として社債、電子ＣＰ等で実施し、調達手法や借入先、償還期間等の分散化を図る
ことを方針としています。 
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行い、リスク低減を図っています。また、投資有価証券は主として
株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 
　デリバティブについては、借入金利息、棚卸資産の販売、購入額等の相場変動リスクを回避する目的で、対象物の範囲内に限定
して利用しており、投機的な取引は行っていません。 
 

２．金融商品の時価等に関する事項 
　平成２２年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）１金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金並びに（２）受取手形及び売掛金 
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（３）投資有価証券 
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

（４）支払手形及び買掛金並びに（５）短期借入金 
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（６）長期借入金 
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方
法によっています。 

（７）デリバティブ取引 
　これらの時価については、商品先物市場及び先物為替相場等における連結会計年度末現在の先物相場及び為替相場を
もとに算出しています。 

２非上場株式等市場価格がないもの（連結貸借対照表計上額１３，９３２百万円）については、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「（３）投資有価証券」には含めていません。 
 

（重要な後発事象に関する注記） 
　該当事項はありません。 

（１）現金及び預金 

連結貸借対照表上計上額（※１） 

２７，３９０ 

（２）受取手形及び売掛金 ５０，９５４ 

（３）投資有価証券 ４２，４９１ 

（４）支払手形及び買掛金 （２８，７１２） 

（５）短期借入金（※２） （４０，３３８） 

（６）長期借入金（※２） （９９，０２５） 

（７）デリバティブ取引（※３） （３６８） 

時　価（※１） 

２７，３９０ 

５０，９５４ 

４０，１６０ 

（２８，７１２） 

（４０，３３８） 

（１００，５５９） 

（３６８） 

差　額 

― 

― 

２，３３１ △ 

― 

― 

１，５３３ 

― 

（単位：百万円） 

（※１）負債で計上されているものについては、（　）で示しています。 
（※２）１年内返済予定長期借入金（連結貸借対照表計上額２５，３８６百万円）については、「（６）長期借入金」に含めています。 
（※３）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした純額を表示しています。 



業 

加工業 

（２９） 

製造業 

売業 

及び改良 
処理業 
製造業 

（　　　　　　　） 

現 金 及 び 預 金  
売 掛 金  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
短 期 貸 付 金  
未 収 入 金  
立 替 金  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

貸借対照表（平成２２年３月３１日現在） 

科　　　　　目 

資 産 合 計  257，086

金　　額 

（単位：百万円） 

負債及び純資産合計  257，086

123，743
２５，２１６ 
５３３ 
１８０ 
７３３ 

９３，８２６ 
４，４４５ 
２３ 
１７２ 

△　１，３８９ 

２，４１７ 
１，８８１ 
５０９ 
６ 
１４６ 
７，５７５ 
１４４ 

蠢 流 動 資 産  

科　　　　　目 金　　額 

７２，５２２ 
１０，０００ 
３，０１９ 
８４ 
３２０ 
１３４ 

86，081

２ 
３７，５０７ 
２４，６３９ 
２，２６２ 
５３９ 
７３ 
５６ 
９ 
１０５ 
７９ 
４９ 

65，324

133，342
12，681

243

120，417

101，584

151，405

105，680

4，096

３６，４３７ 
２６，３６２ 
９，１１０ 
１７，２５２ 
４１，８４５ 

０ 
１５，０８１ 
２６，７６３ 

△  ３，０６０ 

蠢 流 動 負 債  
買 掛 金  
短 期 借 入 金  
長期借入金　一年内返済予定分 
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 払 消 費 税 等  
前 受 金  
預 り 金  
賞 与 引 当 金  
役 員 賞 与 引 当 金  

蠡 固 定 負 債  

蠢 株　主　資　本  

長 期 借 入 金  
社 債  
退 職 給 付 引 当 金  
環 境 対 策 引 当 金  
長 期 預 り 金  
そ の 他  

資 　 本 　 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金  
その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 
海外投資等損失準備金 
別 途 積 立 金  
繰越利益剰余金 

自　己　株　式 

蠡 評価・換算差額等 
４，０９６ その他有価証券評価差額金 

蠡 固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 装 置  
車 両 運 搬 具  
工 具 器 具 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

２１，４５５ 
９６，１８６ 
１２２ 
３８ 

１，７３１ 
９３７ 

△　 ５５ 

２３３ 
９ 

無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
そ の 他  

投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券  
関係会社株式・出資金 
長 期 貸 付 金  
長 期 前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

負債合計 

純資産合計 

（資産の部） 

（純資産の部） 

（負債の部） 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 



（３０） 

7．主

8．重
（１）重
　該当
 
（２）重
環境・

ＤＯ
エ
エコ
アク
譁
グ
エ
エ
イー
ジ　
エ
メ
エ
エ
エ
同　
ＭＯＤＥ
蘇州

（注）１　
２　

３　

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

科　　　　　　　　　　目 

経　　　　常　　　　利　　　　益 

金　　額 

売　　　上　　　高 
売　　上　　原　　価 

販売費及び一般管理費 

７，５９５ 
１，１６０ 

５，０６７ 

営 業 外 収 益  
受 取 利 息 及 び 配 当 金  
受 取 賃 貸 料  
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー  
そ の 他  

３，１７７ 
２，４９５ 
２４７ 
４４ 
３９０ 
３，３６３ 
２，５０７ 
１１５ 
３８９ 
４ 
３４６ 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息  
社 債 利 息  
休 廃 止 鉱 山 管 理 費  
設 備 賃 貸 費 用  
そ の 他  

税　引　前　当　期　純　利　益 

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 

当 　 　 期 　 　 純 　 　 利 　 　 益 

特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 額  
固 定 資 産 売 却 益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益  
そ の 他  

特 別 損 失  
減 損 損 失  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
投 資 有 価 証 券 評 価 損  
固 定 資 産 除 却 損  
そ の 他  

１，１８１ 

１，２００ 

法 　 人 　 税 　 等 　 調 　 整 　 額 

７９４ 

２０６ 
１４９ 
１９ 
６ 
３０ 
１８６ 
１３４ 
３０ 
１５ 
６ 
１ 

△　　１，５９６ 

２，００２ 

１，３６７ 

６，４３４ 

（単位：百万円） 

損益計算書  自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日 （  ）  

営　　　　業　　　　利　　　　益 

売 　 　 上 　 　 総 　 　 利 　 　 益 



（３１） 

 

長野県）、 

であり、

ＴＤ． （タイ） 

（単位：百万円） 

株主資本等変動計算書 自 平成２１年４月１日 至 平成２２年３月３１日 （  ）  

株主資本 
資本金 
前期末残高 
当期変動額 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

資本剰余金 
資本準備金 
前期末残高 
当期変動額 
当期変動額合計 
当期末残高 

利益剰余金 
その他利益剰余金 
海外投資等損失準備金 
前期末残高 
当期変動額 
海外投資等損失準備金の取崩 
当期変動額合計 
当期末残高 

項　　　目 

３６，４３６ 
 
０ 
０ 

３６，４３７ 

９，１１０ 
 
― 

９，１１０ 

その他資本剰余金 
前期末残高 
当期変動額 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

１７，２５１ 
 
０ 

△ ０ 
０ 

１７，２５２ 

資本剰余金合計 
前期末残高 
当期変動額 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

２６，３６１ 
 
０ 

△ ０ 
０ 

２６，３６２ 

０ 
 

△ ０ 
△ ０ 

０ 

別途積立金 
前期末残高 
当期変動額 
当期変動額合計 
当期末残高 

１５，０８１ 
 
― 

１５，０８１ 

繰越利益剰余金 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
海外投資等損失準備金の取崩 
当期純利益 
当期変動額合計 
当期末残高 

２８，９１３ 
 

△ ２，９４４ 
０ 

７９４ 
△ ２，１５０ 
２６，７６３ 

利益剰余金合計 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
海外投資等損失準備金の取崩 
当期純利益 
当期変動額合計 
当期末残高 

４３，９９５ 
 

△ ２，９４４ 
― 
７９４ 

△ ２，１５０ 
４１，８４５ 

自己株式 
前期末残高 
当期変動額 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
当期変動額合計 
当期末残高 

株主資本合計 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
当期変動額合計 
当期末残高 

△ ３，０２６ 
 

△ ３４ 
１ 

△ ３３
△ ３，０６０ 

１０３，７６７ 
 

△ ２，９４４ 
７９４ 

△ ３４ 
１ 
０ 

△ ２，１８２ 
１０１，５８４ 

項　　　目 金　　額 金　　額 

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

純資産合計 
前期末残高 
当期変動額 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 
新株の発行（新株予約権の行使） 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

２，６４１ 
 

１，４５５ 
１，４５５ 
４，０９６ 

評価・換算差額等合計 
前期末残高 
当期変動額 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 
当期変動額合計 
当期末残高 

２，６４１ 
 

１，４５５ 
１，４５５ 
４，０９６ 

１０６，４０８ 
 

△ ２，９４４ 
７９４ 

△ ３４ 
１ 
０ 

１，４５５ 
△ ７２７ 
１０５，６８０ 



（３２） 

6．主
（１）主

当 社

国内 

海外 

本社、

（注）社

国内 

海外 

環境・

（注）社

国内 

海外 

製錬部

（注）社

個　別　注　記　表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式及び出資金………………… 
その他有価証券（時価のあるもの）……… 
 
その他有価証券（時価のないもの）……… 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 
時価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

定率法 
　ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法 
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 
定額法 
　なお、耐用年数については、自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）、ソフトウェア以外は法人税法に規
定する方法と同一の基準によっています。 

３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率によ
り計上し、貸倒懸念債権など特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。 

（２）賞与引当金 
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（３）役員賞与引当金 
　役員に対して支給する業績連動報酬の業績連動部分の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 

（４）退職給付引当金 
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の時価に基づき計上しています。 
　年金資産の期待運用収益と実際の成果との差異などにより発生した数理計算上の差異については、発生の翌事業年度以降、
定額法により５年間での按分額を費用に計上しています。 
　また、退職金規程の改定などにより発生した過去勤務債務については、発生した事業年度より定額法により５年間での按分額
を費用に計上しています。 

（５）環境対策引当金 
　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（平成１３年６月２２日 法律第６５号）の規定によるポリ塩化
ビフェニル廃棄物の処分費用に充てるため、当事業年度末における処分費用の見積額を計上しています。 

４．ヘッジ会計 
（１）ヘッジ会計の方法 

　借入金利息に対する金利スワップ取引は、特例処理の要件を充たしているため特例処理を採用しています。 

移動平均法による原価法 
市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算出しています。） 
移動平均法による原価法 



（３３） 
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（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりです。 
ヘッジ手段　……　金利スワップ取引 
ヘッジ対象　……　借入金利息 

（３）ヘッジ方針 
　金利変動によるリスク回避を目的として、ヘッジ対象物の範囲内で個々の取引ごとにヘッジしています。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法等 
　特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

５．消費税等の会計処理 
　消費税等については、税抜方式によっています。 

６．連結納税制度 
　連結納税制度を適用しています。 
 

（貸借対照表に関する注記） 
１．担保に供している資産の内容及びその金額 
投資有価証券　　　　　　　　　　　　　　 ２，９７１百万円 
関係会社株式　　　　　　　　　　　　　　 ８，７２５百万円 

２．担保に係る債務の金額 
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　３１，６２１百万円 
短期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む。）１０，１６０百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　８，６６５百万円 
４．偶発債務 
保証債務　　　　　　　　　　　　　　　　１１，０５５百万円 
手形債権流動化に伴う買戻し義務　　　　　　 ４５３百万円 

５．関係会社に対する金銭債権・債務 
短期金銭債権 　　　　　　　　　　　　　 ９８，０７５百万円 
長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　１１５百万円 
短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　２，３０１百万円 

 
（損益計算書に関する注記） 
関係会社との取引高 
営業取引高　　　　　　　　　　　　　　　１０，５３０百万円 
営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　 ２，７４０百万円 

 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 
自己株式に関する事項 

（注）自己株式の増加は、会社法第４５９条第１項による定款の定めに基づく取得及び単元未満株式の買取りによるもの、減少は単元未満株式の
買増し請求に基づく売却によるものです。 

普通株式（注） 

当事業年度減少株式数 当事業年度増加株式数 前事業年度末株式数 株式の種類 

３，１２６ 

当事業年度末株式数 

９，４０２，３４８ ６９，７１０ ９，３３５，７６４ 

（単位：株） 
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（税効果会計に関する注記） 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産） 

税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　３，８４０百万円 
会社分割に伴う関係会社株式　　　　　　　２，０７９百万円 
退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　１，２０７百万円 
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　 ９５８百万円 
関係会社株式評価損　　　　　　　　　　　 ７５３百万円 
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　　　 ５７７百万円 
投資有価証券評価損　　　　　　　　　　　 １２２百万円 
ゴルフ会員権評価損　　　　　　　　　　　 ７１百万円 
未払役員退職金　　　　　　　　　　　　　 ５３百万円 
賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　　 ３１百万円 
未払事業税　　　　　　　　　　　　　　　 ２６百万円 
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７１百万円 
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　９，７９３百万円 
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　△４，６４６百万円 
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　５，１４７百万円 

（繰延税金負債） 
その他有価証券評価差額金　　　　　　　△２，６８１百万円 
海外投資等損失準備金　　　　　　　　　△ ０百万円 
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　△２，６８１百万円 
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　２，４６５百万円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社及び関連会社等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１　経営管理料の受け取りについては、毎期交渉のうえ決定しています。 

２　ＤＯＷＡメタルマイン譁の原料鉱石仕入に対して支払保証を行っています。 
３　当社の銀行借入金に対する有価証券の担保提供については、当社及び当社グループの必要資金借入に対するものです。 
４　ＤＯＷＡマネジメントサービス譁に対する業務委託料の支払いについては、毎期交渉のうえ決定しています。 
５　ＤＯＷＡマネジメントサービス譁に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しています。また、資
金の貸付は反復的に取引を行っているため、月末平均残高を取引金額として記載しています。 

６　ＤＯＷＡテクノロジー譁に対する業務委託料の支払いについては、毎期交渉のうえ決定しています。 
７　小名浜製錬譁の借入に対して債務保証を行っています。 
８　子会社への貸倒懸念債権等に対し、合計１,３９１百万円の貸倒引当金を計上しています。 

関
連
会
社 

子
会
社 

期末残高 
（百万円） 科目 

ＤＯＷＡマネジメントサービス譁 

会社等の名称 議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

直接所有 
１００％ 

経営管理 
債務の保証 

取引の内容 取引金額 
（百万円） 種類 

― ３，５６９ 

６，２６８ 

１，５２７ 

― 

売　掛　金 

業務委託料の支払 
（注）４ 

資金の貸付 
（注）５ 

利息の受取 
（注）５ 

１，４５０ 

９６，９８６ 

１，６９０ 

未　払　金 

短期貸付金 

流動資産その他 

経営管理料の受取 
（注）１ 

債務の保証 
（注）２ 

当社の銀行借入金に対する 
有価証券の担保提供 

（注）３ 

８６１ 業務委託料の支払 
（注）６ 

未　払　金 

― 

― 

１３３ 

１２６ 

９３，８０９ 

１３８ 

７５ 

５，３５５ 債務の保証 
（注）７ 

― ― 

ＤＯＷＡメタルマイン譁 

ＤＯＷＡテクノロジー譁 

直接所有 
１００％ 

資金貸付 
事務委託 

直接所有 
１００％ 技術支援委託 

間接所有 
３１．６％ ― 小名浜製錬譁 

１，１０８ 経営管理料の受取 
（注）１ 

売　掛　金 ９６ ＤＯＷＡエコシステム譁 直接所有 
１００％ 経営管理 

９９６ 経営管理料の受取 
（注）１ 

売　掛　金 ８７ ＤＯＷＡメタルテック譁 直接所有 
１００％ 経営管理 

８６５ 経営管理料の受取 
（注）１ 

売　掛　金 ７５ ＤＯＷＡエレクトロニクス譁 直接所有 
１００％ 経営管理 
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（１株当たり情報に関する注記） 
１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 　３５１円６３銭 
２．１株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　　 ２円６８銭 
３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 
①損益計算書上の当期純利益　　　　　　　　 ７９４百万円 
②普通株式に係る当期純利益　　　　　　　　 ７９４百万円 
③普通株式の期中平均株式数　　　　　　　２９５，９０９千株 

 
（重要な後発事象に関する注記） 
該当する事項はありません。 
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（３７） 

会計監査人の連結計算書類 監査報告書　謄本 

独立監査人の監査報告書 

ＤＯＷＡホールディングス株式会社 

公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 

平成２２年５月１４日 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ＤＯＷＡホールディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成

２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＤＯＷＡ

ホールディングス株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すベき利害関係はない。 

以　上　 

有限責任監査法人トーマツ 

平 野 　 洋  

公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 松 浦 利 治  

公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 長 島 拓 也  

◯  印  

◯  印  

◯  印  

　取　締　役　会　　御　中 
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◯  印  

◯  印  

会計監査人の計算書類 監査報告書　謄本 

独立監査人の監査報告書 

ＤＯＷＡホールディングス株式会社 

公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 

平成２２年５月１４日 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ＤＯＷＡホールディングス株式会社の平成２１年４月１日か

ら平成２２年３月３１日までの第１０７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査

の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すベき利害関係はない。 

以　上　 

有限責任監査法人トーマツ 

平 野 　 洋  

公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 松 浦 利 治  

◯  印  

◯  印  

◯  印  公認会計士 指定有限責任社員 
業務執行社員 長 島 拓 也  ◯  印  

　取　締　役　会　　御　中 
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監査役会の監査報告書　謄本 

監 査 報 告 書  

　当監査役会は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第１０７期事業年度の取締役の職務の執行に関して、

各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける

ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び子会社の主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。 

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及

び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた

しました。 

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
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ＤＯＷＡホールディングス株式会社　監査役会 

監査役（常勤） 西 脇 文 男  ◯  印  

監査役（常勤） 大井田　完　二 ◯  印  

監査役（常勤） 蔭 地 義 之  ◯  印  

平成２２年５月１８日 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。 

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役

の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（３）連結計算書類の監査結果 

　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

監査役 ◯  印  

以　上 

　 松 　 修  

（注）監査役 西脇文男及び監査役 　松修は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 



（ メモ ） 



株 主 メ モ  

決 算 期  

定 時 株 主 総 会  

基 準 日  

 

期末配当金支払株主確定日 

法定公告掲載新聞 

株 主 名 簿 管 理 人  

 

同 事 務 取 扱 所  

（ 連 絡 先 ） 

 

同 取 次 窓 口  

３月３１日 

６月 

３月３１日　 その他必要あるときは、あらかじめ 

　　　　　 公告した日 

３月３１日　  

日本経済新聞（東京） 

東京都港区芝三丁目３３番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

東京都杉並区和泉二丁目８番４号（〒１６８－００６３） 

中央三井信託銀行株式会社  証券代行部 

電話番号　０１２０－７８－２０３１（フリーダイヤル） 

中央三井信託銀行株式会社  全国各支店 

日本証券代行株式会社  本店及び全国各支店 

各種手続き用紙のご請求は、下記のフリーダイヤル又はホームページをご利用ください 
電話番号　０１２０－７８－２０３１（フリーダイヤル） 
インターネットホームページ　http: / /www.chuomitsui .co. jp/person/p_06.html
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